
平成 27 年度 第９回一関市総合計画審議会 

次  第 

 

日 時：平成 28年１月 29 日(金) 

                          10：00～12：00 

場 所：一関市役所 議会棟議員全員協議会室 

 

１ 開 会 

 

２ あいさつ 

  会長あいさつ 

 

３ 議題 

  総合計画（基本構想及び前期基本計画）の計画書の構成（案）について 

 【資料№32】（当日配付） 

一関市総合計画（基本構想及び前期基本計画）の計画書の構成（案）について 

 【資料№33】（当日配付） 

まちづくりスタッフ会議で選択した（仮）重点施策について 

  新市建設計画変更（案）について 

 【資料№34】新市建設計画変更（案） 

 【資料№35】新市建設計画 新旧対照表（案） 

  過疎地域自立促進計画（案）について 

  【資料№36】過疎地域自立促進計画（案） 

 

４ その他 

 

５ 閉会 

 

第 10 回総合計画審議会（予定） 

 日時：平成 28 年２月 24 日（水）13：30～15：30 

 場所：なのはなプラザ３階 一関市民センター大会議室 



平成28年1月29日（金）
第９回総合計画審議会【資料№32】

○　一関市総合計画（基本構想及び前期基本計画）の計画書の構成（案）について

№ 備考

1
2
3
4
5 1
6 2
7 3
8 4
9 1
10 2
11 3
12 4
13 5
14 1 人口ビジョン 前：人口と世帯数の見通し
15 2 経済の見通し 統計データより
16 3 交流人口の現状 統計データより
17 4 財政見通し
18 7 統計データより

第1章
第2章
第3章
第4章

20
21
22

0
1
2
3

1 農林水産業
2 工業
3 商業・サービス業
4 雇用
5 観光
1 都市間交流、国際交流
2 道路
3 公共交通
4 地域情報化
5 地域づくり活動
6 移住定住、結婚支援
1 子育て
2 義務教育・高等教育等
3 青少年の健全育成
4 生涯学習
5 文化芸術、スポーツレクリエーション
6 人権・男女共同参画
7 文化財の保護・地域文化の伝承
8 平泉関連資産「骨寺村荘園遺跡」の保護
1 自然環境・環境保全
2 公園、都市緑化
3 低炭素社会
4 循環型社会
5 住環境、市営住宅、景観
6 上水道
7 下水道
1 医療
2 地域福祉
3 高齢者福祉
4 障がい者福祉
5 健康づくり
6 防災（治水、治山を含む）
7 消防、救急・救助
8 防犯・交通安全・市民相談体制

1
2
3

24 1 前総合計画における主な取組
25 2 東日本大震災からの復旧復興状況
26 3 人口ビジョン（抄）
27 4 用語解説
28 5 市民意向調査（アンケート調査）の概要
29 6 市民意向調査（アンケート調査）の結果
30 7 総合計画策定体系図
31 8 計画策定の経過
32 9 諮問書
33 10 答申書（基本構想）
34 11 答申書（基本計画）
35 12 一関市総合計画審議会委員名簿
36 13 一関市まちづくりスタッフ会議委員名簿
37 14 一関市総合計画審議会条例
38 15 一関市まちづくりスタッフ会議設置要綱
39 16 一関市総合計画策定委員会設置要綱

第1章 総合計画とは

計画策定の趣旨

歴史・沿革

項目

一関市民憲章
市長あいさつ
全体体系図
目次

第2章 市のすがた

地勢

土地利用

序
総合計画策定委員会に確認

自然
気候

文化

6 主要指標の見通し

総合計画策定基本方針より
計画の役割
計画の名称
計画の構成と目標年次

23 基本計画

第1部
重点プロジェ
クト

19 基本構想

序章
一関市の将来像
まちづくりの考え方
まちづくりの目標
まちづくりの進め方

基本計画
序

序
序（前期基本計画の説明）
前期基本計画の体系
前期基本計画の構成と見方

まち・ひと・しごとの創生
重点プロジェクトとは

【議決以外の掲載】
・分野別計画の関連分野について
記載

ＩＬＣを基軸としたまちづくり
東日本大震災からの復旧復興

第2部 分野別計画

1
地域資源をみがき生かせる
魅力あるまち

【議決以外の掲載】
①分野別計画の関連分野について
掲載

②まちづくりスタッフ会議で選択
した（仮）重点施策項目の掲載
※第２分野についてはスタッフ会
議（第２部会）では全項目を重点
施策とするため、選択しないこと
とした。→取扱いをどうするか。

③関連データの掲載

④空きスペースに写真掲載

2
みんなが交流して地域が賑
わう活力あるまち

3
自ら輝きながら次代の担い
手を応援するまち

4
郷土の恵みを未来へ引き継
ぐ自然豊かなまち

資料編

5
みんなが安心して暮らせる
笑顔あふれるまち

第3部
まちづくりの
進め方

市民と行政の協働のまちづくり
健全な行財政運営
広域連携の推進



　　平成28年1月29日（金）
第９回総合計画審議会【資料№33】

○　まちづくりスタッフ会議で選択した（仮）重点施策について

①　まちづくりスタッフ会議で選択した重点施策について、完成した前期基本計画の項目に合わせ着色しています。

②　まちづくりスタッフ会議で協議していた際の項目と変更がある場合はまちづくりスタッフ会議時の「施策の展開」に記載しています。

③　第２分野についてはまちづくりスタッフ会議（第２部会）では（仮）重点施策を選択しないこととしました。

№ 施策№
施策の
展開№ 施策の展開

施策の
展開№ 施策の展開 （仮）重点施策を選択した理由

1 1 魅力ある農林業と担い手づくり 1 魅力ある農業と担い手づくり

2 2 農業生産基盤の整備と担い手育成 4 農業生産基盤の整備と担い手育成

3 3 農業の有する多面的機能の発揮 3 農業の有する多面的機能の発揮の促進 農業の生産環境を整備することで、担い手にとって魅力ある農業となるため

4 4 農村コミュニティの活性化 6 農村の総合コミュニティ化

5 5 農林水産物の生産、販売支援 2 人が喜ぶ農林水産物の生産・販売支援
消費者が喜ぶものを作ることで販路が拡大し、生産者の所得が安定する。そのことで農業の
魅力が向上し、担い手、新規参入につながるため

6 6 森林の適正管理と利活用 7 森林の適正管理と利活用

7 7
地域木材の資源エネルギーとしての活
用

5 地域木材の利活用の促進

8 8 森林と市民との関わりの創出 8 森林と市民との関わりの創出

9 1 工業の振興

10 2 ものづくり人材の確保と育成 現在及び将来、地域を担う人材を育成することが産業の発展に欠かせないため

11 3 地域内発型産業の振興
これまで一関が築いてきた産業インフラを活用して、地域産業イノベーションを図る必要がある
ため

12 4 企業誘致の推進

13 1 商業、サービス業の振興 1 中小企業の振興

14 2 商店街の活性化

15 3 活力ある商業の振興 地域に根ざした三次産業の振興を図る必要があるため

16 1 関係機関との連携による就業支援 地元への就業を促進するとともに、定着への支援の必要性が高いため

17 2 勤労者福祉の充実

18 3 能力開発と人材育成

1-3
商業・サービス業

1-4
雇用

1-1
農林水産業

1-2
工業

まちづくりスタッフ会議時前期基本計画決定後

1



　　平成28年1月29日（金）
第９回総合計画審議会【資料№33】

№ 施策№
施策の
展開№ 施策の展開

施策の
展開№ 施策の展開 （仮）重点施策を選択した理由

まちづくりスタッフ会議時前期基本計画決定後

19 1 観光資源の発掘及び活用 一関の観光資源の情報発信と周辺市町村とのネットワーク構築が必要なため

20 2 体験型観光の振興

21 3 受け入れ態勢の整備

22 4 骨寺村荘園遺跡の活用

23 1 多様な交流活動の推進

24 2 外国人に優しいまちづくり 2 在住外国人に優しいまちづくり

25 1 広域ネットワークの充実

26 2 市内ネットワークの拡充

27 3 安全安心で快適な道路環境づくり 3 安全・安心・快適な道路環境づくり

28 1 公共交通機関の充実 1 公共交通機関の充実

29 2 一ノ関駅周辺の整備 - -

30 3 生活交通の維持確保 2 生活交通の維持確保

31 1 情報通信基盤の整備と活用 1 情報通信基盤の整備と活用

32 2 情報の受発信と共有の促進 2 情報の発信と提供

33 1 地域づくり活動の啓発と意識醸成 1 地域づくり活動の啓発と意識醸成

34 2 地域づくり活動の支援 2 地域づくり活動の支援

- - 3 移住・定住の促進 結婚支援の内容を含む。

35 1 移住定住の促進 1 コミュニティ意識の向上（2-5に合体）
まちづくりスタッフ会議時は「2-6地域コミュニティ」だったが、「2-5地域づくり活動」に含めて記
載した。

36 2 結婚活動の支援 2 コミュニティ活動の充実（2-5に合体）

2-5
地域づくり活動

2-6
移住定住、結婚

支援

1-5
観光

2-1
都市間交流、国

際交流

2-2
道路

2-3
公共交通

2-4
地域情報化

2



　　平成28年1月29日（金）
第９回総合計画審議会【資料№33】

№ 施策№
施策の
展開№ 施策の展開

施策の
展開№ 施策の展開 （仮）重点施策を選択した理由

まちづくりスタッフ会議時前期基本計画決定後

37 1
妊娠、出産、子育て支援の充実と環境づ
くり

1 育児支援の充実と環境づくり

38 2 幼児教育及び保育環境の充実 2

幼児教育及び保育環境の充実
○保育環境及び幼児教育の充実　に修
正してはどうか→国にあわせ幼児教育、
保育環境の記載順とした。

出産後のサポート体制が大切。生んですぐ子供を預けられる体制が必要。保育環境の充実。
０歳から２歳児の需要が高い。
特にも④が重要と思われる。表題も保育環境の充実を先に表記してはどうか。

39 3 児童育成支援の環境整備

40 1 教育内容の充実

41 2 地域の連携強化と学校運営の充実
（２）地域の連携強化で子どもの健全育成を進めたい。（１）は基本的な事項であるため、（２）を
重点施策として選択。

42 3 教育環境の整備充実

43 4 高等教育機関等の充実

44 1 青少年育成に関するネットワークの整備

45 2 青少年の社会参加機会の充実 （２）地域との連携強化の中で社会参加の機会を充実させたい。

46 1 生涯学習環境の充実

47 2 生涯学習活動への支援 （２）環境整備はされているので、市民参加が大切。

48 3 図書館機能の充実

49 4 博物館機能の充実 - -

50 1 文化芸術活動の振興 1 文化・芸術活動の振興 （１）（２）どちらも重要。

51 2 スポーツレクリエーション活動の推進 （１）（２）どちらも重要。

52 1 人権教育と人権啓発の推進

53 2 男女共同参画社会の推進 （２）社会的機運として重要。

54 1 文化財の保存、活用 1 文化財の保護

55 2 地域文化の伝承 （２）地域の文化を知ることで保護にもつながる

3-3
青少年の健全育

成

3-4
生涯学習

3-5
文化芸術、スポー
ツレクリエーション

3-6
人権・男女共同参

画

3-7
文化財の保護・地
域文化の伝承

3-1
子育て

3-2
義務教育・高等教

育等

3



　　平成28年1月29日（金）
第９回総合計画審議会【資料№33】

№ 施策№
施策の
展開№ 施策の展開

施策の
展開№ 施策の展開 （仮）重点施策を選択した理由

まちづくりスタッフ会議時前期基本計画決定後

56 1 骨寺村荘園遺跡の保護 （１）保護が世界遺産登録にもつながる。世界遺産ありきではない。

57 2 骨寺村荘園遺跡の世界遺産登録

58 1 自然の保全と活用施策の充実
（１）が最優先。（２）次世代への啓蒙活動を進める。（３）公害苦情は法律相談や市で動いてい
ただくことだと思う。

59 2 環境教育の充実
（１）と（２）だと思う。市域は広すぎる。次世代への啓蒙を図るのは大切。若い人だけでもなく全
体に啓蒙は必要。

60 3 環境保全対策の充実 3 公害対策の充実

61 1 公園、緑地の整備 市は緑が多いことから、緑化もこの項目に含まれる。

62 2 緑化の推進

63 1 地球環境にやさしいまちづくりの推進 1 「好循環のまちづくり」の推進

64 2 低炭素社会のシステムづくり （２）が重要

65 1
廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用
の推進

1
ごみの発生抑制・再使用・再生利用の推
進

（３）は将来的には大切だが、リサイクル等に取り組んでいく必要があるため。

66 2 効率的な廃棄物処理システムの確立

67 3 環境自治体のシステムづくり

68 1 良好な住環境の形成

69 2 市営住宅の適切な管理 2 適正な市営住宅の管理

70 3 景観形成の推進 3 良好な景観形成の推進 地域の魅力を生かして解体ではなく活用することが必要だから。

71 1 安全な水の安定供給
ラインを長くするだけでなく、地域の井戸や湧水の活用も可能であると考えるが、不安定的な
要素（地震などによる井戸枯れ等）あるため。

72 2 未普及地域への対応

73
4-7

下水道
1 処理施設の整備と普及促進

74 1 地域医療体制の充実
（2）（3）にも繋がる事項である。医療機関の体制だけではなく、適正受診のために、市全域とし
ての移動手段の充実（患者の足の確保)も必要。

75 2 救急医療体制の充実

76 3 病院及び診療所の運営

3-8
平泉関連資産「骨
寺村荘園遺跡」の

保護

5-1
医療

4-1
自然環境・環境保

全

4-2
公園、都市緑化

4-3
低炭素社会

4-4
循環型社会

4-5
住環境、市営住

宅、景観

4-6
上水道

4



　　平成28年1月29日（金）
第９回総合計画審議会【資料№33】

№ 施策№
施策の
展開№ 施策の展開

施策の
展開№ 施策の展開 （仮）重点施策を選択した理由

まちづくりスタッフ会議時前期基本計画決定後

77 1 地域福祉を担うひとづくり 2 地域福祉活動への市民参加の促進 住民の参加、交流がまず重要である。

78 2 共に支え合う地域づくり 1 地域福祉を支えるネットワークづくり

79 3
充実した福祉サービスを提供する仕組
みづくり

3 暮らしやすい環境づくり 住民の参加、交流がまず重要である。

80 1 介護予防の推進

81 2 地域包括ケアシステムの構築

82 3 生涯現役社会づくりの推進
長いスパンで見ると、将来にいきてくる。できることに取り組むことで、介護予防、健康維持に
繋がる。

83 1 権利擁護、相談支援体制の充実 -

84 2
ライフステージに応じた切れ目のない支
援の提供

-

85 3 自立と社会参加の促進 -

86 4
障がい者が安心して暮らせる地域づくり
の促進

1
障害の有無に関わらず安心して暮らせ
る地域づくりと社会参加の促進

多様な視点で他分野との連携が必要。

87 5
ユニバーサルデザインのまちづくりの推
進

2
ユニバーサルデザインのまちづくりの推
進

88 1 健康づくり活動の推進
心の健康を保つことも重要。受診結果のＰＤＣＡ。地域の連携、一部の人に集中する役割･負
担軽減にもつながる。

89 2 保健指導等の充実

90 1 災害を防ぐまちづくり

91 2 災害に強いまちづくり 災害は防げない。起きる事を前提に取組をすることが必要。

92 3 地域防災活動の充実 自主防災組織の取組が必要になってくる。顔の見える防災。

93 1 消防力の強化 指標による数値で見えることにより、意識向上につなげる。全て重要であり、比較はできない。

94 2 予防体制の強化 指標による数値で見えることにより、意識向上につなげる。全て重要であり、比較はできない。

95 3 救急体制の充実 指標による数値で見えることにより、意識向上につなげる。全て重要であり、比較はできない。

96 1 防犯体制の整備 生命の安全を最優先に考えるべき。

97 2 交通安全対策の推進 生命の安全を最優先に考えるべき。子供と高齢者が安心して歩ける環境。

98 3 市民相談体制の充実

5-7
消防、救急・救助

5-8
防犯・交通安全・
市民相談体制

5-2
地域福祉

5-4
障がい者福祉

5-3
高齢者福祉

5-5
健康づくり

5-6
防災（治水、治山

を含む）
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